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心低水準の準シルバーでも地域最貨の水準は上'111っている，とみてよい。
こうした配分金単価の決め方を調べてふると，地域最賃をいわば下限とし
て職種賃金の地域相場やパート賃金などを参考として，とくに雇用事業団
では発注単価なども考慮しつつ，職種別単価を決定している。表９はその
うち時間給の回答をまとめた結果だが，それによると，(1)大都市センター
を最高とし準シルバーをi51r低とするタイプ間格差がみられる。準シルバー
の平均を１００とすると大都市センターの平均は１１３になる。(2)それ以上に
職種別格差の方が大きく，技能や専門・技術を最高とし屋内軽作業を最低
として，屋内軽作業を１００とすると最高の技能は１５０以上に達している。
このように大都市の技能などを最高とする配分金の単価は，内職工賃な
どにくらべればはるかに高いが，雇用事業団におけるようにボーナスや退
職金などがあるわけではないから，かならずしも高くたいとも評価できる
だろう。しかしながら，個々の事業団の会員調査8)をまとめてふると，シ
ルバー人材センターなどは本格的な雇用ではないわけだから，賃金水準の
高低そのものを評価しているのではなく，配分金の水準を通して社会的評
価を感じ取っているケースが多い。賃金水準としてあまり高くない報酬で
働いているにもかかわらず，・世間はあまりそのことを認めてくれないので
はないかという心理が作用しており，それがまた未就業にもつながってい
るように思われる。
８）それらのリストアップについては，前掲，高齢化社会研究会「高齢者事業
団調査報告リスト」，『大原社研雑誌』８７年10月号を糸よ・
つづいて労災補償についてはつぎのとおりである。シルバー人材センタ
ーは，任意加入ではあるが，団体傷害保険の契約者になっており，仕事中，
技能講習中，通勤中の事故に対して，通院・入院・後遺傷害および死亡を
契約の限度内で保障することになっている。就業する以上，ほぼ１％ほど
の確率で前述のような事故が発生せざる左えず，高齢者だけにちょっとし
た原因による骨折などの傷害が発生しやすい。それについては，本格的な
雇用労働ではないので労災保険の強制適用にはならないが，それでよいか
シルバー人材センターの現状と課題３6３
どうかについていろいろな考え方が提出されている。しかし，行政が介入
している以上，なんらかの補償を考えざるをえないので，保険料はセンタ
ー負担で，通院１日３千円，９０日まで，入院１日4.5千円，180日まで，死
亡300万円というような水準の補償が行われているケースが多い。
だが，この水準についても低いという評価があり，表４のシルバー人材・
センターを中心とする「労災補償不十分」という回答もそのことを示して
いる。そこで，「高齢者雇用安定法」制定後,労災保険の水準まで高められ
ることになった。しかし，それに関連して重要なのは，表４の回答は少い
が，労働安全を十分に確保することである。こうした認識はしだいに各事
業団に広がりつつあり，単に消極的に高所作業などを受注しないだけでな
く，より積極的に労働や通勤の安全教育が強化されつつある,)。
９）東京都高齢者事業振興財団『就業事故の実態とその対策』８３年も糸よ･
入会率と独自事業の問題点
さきの表４によると，会員の「入会率低い」という指摘が，生きがい事
業団を始め，４０％も寄せられている。事業団タイプ別に会員の規模をみる
と，大都市のセンターでは500人を超え，千人以上の規模に達するセンタ
ーも結構多いのに対し，中小都市のセンターなどは３００人前後に止まって
おり，とくに生きがい事業団は100～300人が過半を占めている。生きがい
事業団のなかには鉈母子家庭や障害者の就業希望者を会員に含めている事
業団もあるから，全会員の規模でみるともう少し大きいのだろうが，６０歳
以上の高齢者人口に対する高齢会員の比率でふた「入会率」は，生きがい
事業団の場合，かなり大きな都市も含まれているので確かに低いのかも知
れない。
われわれの調査では入会率は把握していないが，東京都振興財団の統計
によると，多摩地方などでlo％前後に達するシルバー人材センターもある
が，自営業などがまだ多い下町では１％台に止まっており，全体として２
％台でしかない。全国レベルではやっと１％に達成するかどうかという水
準に止まっている。しかし，東京都のように60歳以上の本格的な就業が進
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表１０事業団タイプ別会員の入会理由
(ＭＡ，％） 
’川口榊１Ｗシお
健康維持、胴’@Ｍ@Ｍ凪‘
’総数一Air』Lzg二一空ji(維
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麟就iLI'三Ⅱ窯|;１１＝
兼護:菌|鬘業畠
(27） 
５９．３ 
１７．８ 
３７．０ 
２９．６ 
２５．９ 
１１．１ 
１８．５ 
１４．８ 
(10） 
20.0 
４０．０ 
１０．０ 
３０．０ 
50.0 
10.0 
90.0 
1１．１ 
んでいる地域で，６０歳以上の人口に対する入会率を問題にしてゑてもあま
り意味がないだろう。全国的にも60歳代前半までは継続雇用や再就職など
の本格的な就業が政策課題になってきているのだから，せめて65歳以上の
人口に対する入会率が問題にされるべきだろう。それ以上に重要なのは，
質的な入会状況である。というのは，表４でも問題になっていたとおり，
技能者会員の入会を始め，希望職種などにあまりこだわらず，むしろ需要
に合わせて地域などのために働こうというような会員の増強が重要になっ
ているからである。
事務局からふた入会動機を承ると，表10のとおり，(1)シルバー人材セン
ターを始め「健康維持」がもっとも多く，６５％に達している。(2)それにつ
づいて「生きがい」が58％に達しているが，生きがい事業団ではこの「生
きがい」が20％以下でしかない。その代わりに「社会のため」という理由
が40％近くに達しており，大都市のセンターとといこより明確な形をとっ
ていることが知られる。(3)これらにつづくのが「小遣い｣，「追加収入｣，
「家計補充」の経済的理由であり，いずれも20～30％に達している。この
シルバー人材センターの現状と課題３６５
なかで「家計補充」は，シルバー人材センターでも比較的多いが，雇用事
業団では50％に達していることに注目しなければならない。雇用事業団で
90％も数えている「生計維持」ほどではないが，「小遣い」や「追加収入」
程度とは異なった重糸が感じられる。こうした「家計補充」と「生計維
持」がシルバー人材センターでも合わせて30％前後に達しており，前述の
ような「他に就職」によって退会していく潜在失業者も会員に含まれてい
ることが知られる。つづいて，(4)「経験・能力の発揮」や「拘束される就
業」という理由も，それぞれ10％台に達している。このうち「経験．能力
の発揮」は準センターでは30％近くにも達しているが，それは大都市近郊
の新興住宅地などにおける職種のミスマッチが大きいことを示している。
それ以外は比較的小さくなっており，「希望職種へのこだわり」といって
も，それまでのキャリアを生かすというより，すでに前述のような綺麗な
I怪作業の希望に過ぎぬことが知られる。
前述のように入会率そのものよりシルバー人材センターなどの理念に即
した会員の入会がより重要なのだが，それを踏まえて就業率や就業度を高
めるためには，表４の「仕事の絶対量不足」や「受注への依存大きい」状
態も改善されなければならない。「受注への依存大きい」という回答は，
雇用事業団を始め，中小都市のセンターや準センターで多かったが，それ
は受注の質と量に支配されるところが大きく，そのために就業率などが低
下したり，変動したり，職種のミスマッチが大きくなるという問題を持っ
ている。そこで各事業団とも，受注ではない事業団自前の事業を行おうと
している。現に大都市のセンターを始めとして，例えば自転車や電機製品
や家具などの再生，学習塾，習いごと，きのこ栽培，紙細工，ケーキ作り，
おせち料理，各種売店などのさまざまな独自事業が進められてきている,0)。
’0）例えば東京都高齢者事業振興財団『独自事業調査』８６年を糸よ･
しかしながら，こうした独自事業を起すためには，多くの場合，作業場．
設備・指導者などを持たなければならないなどの多くの問題がある。これ
らの施設やそのリースは公共補助の対象となっているが，事業である以上，
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採算ベースに乗るだけの企画と経営能力が必要である。さらに指導者や会
員の人材の確保や養成も問題になる。そのうえ，うまく採算ベースに乗れ
ば乗ったで，地域の既存業者の経営を圧迫することになり，事業団との間
に摩擦が発生した事例もある。われわれの調査では，大都市のセンターを
始め，２０％以上の事業団で学習塾などの独自事業を実施している。したが
って「受注への依存大きい」という回答は，こうした独自事業をますます
強化・拡大させようとしていることを示している。そのためには，前述の
ような問題を解決していかなければならないのである。
Ⅳ高齢者事業団の今後の課題
総括
これまで事務局から象た高齢者事業団の組織運営と事業活動の問題点を
明らかにし，その要因を分析してきた。それらをまとめて承ると，つぎの
とおりである。
まず組織運営上の問題点としては，「会員の自主運営不十分」がもっと
も広く指摘されていた。この点は，会員が「受け身」の立場に止まってお
り，そのために「総会が形式的，儀礼的」になったりすることや「理事会
の活動不十分」とも関連している。「理事会」の現状については，シルバー
人材センターなどの創設時に既存の高齢者団体などの役員に依存したこと
が大きな影響を与えられている。そのうえ，地域班や職域班を通じての会
員の運営参加も，事務局からみて不十分なことが「事務局の陣容不十分」
を規定している面が強い。それでもシルバー人材センターの場合は，自主
的団体の形式も整備されており，事務局体制なども確立しているケースが
多いのに対し，準センターや生きがい事業団ではそれだけの条件を欠くケ
ースが多く，「行政への依存」が強くなっている。ただし，今後はシルバ
ー人材センターに転換していく事業団がふえるだろうから，当然，こうし
た状況も変化するだろう。その場合，「法制化」に事務局がこだわるのは，
財政的助成とともに事業活動上の権威づけのためと承られる。
シルバー人材センターの現状と課題３６７
そこで事業活動上の問題点に目を転じると，「会員の希望する仕事少い」
という回答がもっとも大きな広がりをふせていた。このことは「希望職種
へのこだわり」とも関連しているが，それは高齢者の長いキャリアで蓄積
した「経験・能力の発揮」とはかならずしもつながらない。むしろ，事務
作業に代表される綺麗な軽作業への希望が多いのである。それに対し地域
からの発注は熟練や管理責任が求められる仕事が多いので「技能者会員の
不足」などの問題がでてくるのである。その間で事務局が仕事の割り当て
や技能研修で需給を調整している｡しかし，前述のような問題点が指摘さ
れるのは，そうした調整のこれまでの限界を示している，とゑてよい。
このような調整にもかかわらず，会員の就業率は60％ほどに止まってい
る。しかも，就業者一人当りの平均就業日数をみると，雇用事業団と大都
市センター以外は年間１００日にも達していない。さらに未就業の理由を調
べてみると，「就業意欲の低下｣，「職種のミスマッチ｣，「病弱」がそれぞれ
過半を超えている。事務局が「繰返し連絡」するとか，「技能研修」など
の未就業対策をとっても，この程度の就業状態に止まらざるをえないのだ
ろう。こうして事務局や会員同士で「連絡」をとる場合，会員の家族の理
解を求めることも重要な対策となるだろう。なお，未就業の理由には「労
働条件」のミスマッチも含まれているが，配分金や労災保障の水準は格別
低いとはいえない。むしろ会員の任意の就業が世間から十分評価されてい
ない，と受け止めていることに問題があるのだろう。
こうした問題のほかに，高齢者事業団としては地域の高齢者をできるだ
け多く事業団に加入させることも，大きな事業活動の一つである。そこで
地域の高齢者に対する入会率が問題になるわけだが，もっとも長い経験を
積んできている東京都の事業団ですら，平均すれば２％台の入会率でしか
ない。しかし，より間題なのは，高齢者事業団の理念をいかに理解し，い
かに合意した会員が入会しているかにある。その入会動機を探ってふると，
「健康維持」と「生きがい」充足という面ではかなり広い理解をえている
が，地域社会への寄与や経験・能力の活用などの面ではまだ不十分なよう
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に思われる。それに対し就業そのものについては，受注される仕事量の不
足という問題を抱えているわけだが，事業団として独自の事業を起すこと
によって就業状態を高めようとしている。われわれの調査では20％以上の
事業団が学習塾やリサイクルなどの多様な独自事業に取り組んでいるが，
経営能力や施設などの問題も残されている。
今後の課題
これまで考察してきた組織運営と事業活動の問題点に対して，今後，い
かに取り組むべきか。この点についても事務局の考え方を問うたので，そ
の結果を明らかにし，若干コメントしておこう。
表11によると，(1)｢受注開拓｣，「会員iiW誠｣，「未就業対策」が他をかなり
大きく上回り，４０～60％ほどの広がりをみせている。なかでも「受注開
拓」が雇用事業団を始め，もっとも大きく，６０％を上回っているが，今後，
会員の希望にも即し，地域の潜在需要を掘り起すような「受注開拓」が期
待される。つづく「会員増強」も，前述のように大都市を始め，不足の激
表１１事業団タイプ別今後の課題
(ＭＡ，％） 
ｻﾞmｻﾞ獅蕊市篭≦
鑿|蝿i鑿ｆ９Ｉｉｉ１;：::1111:ｉ ＭｌＭ１Ｍｌ２２７ 
１１ｌｌｌ１;111螢;！
生きがい
事業団
（22） 
５９．３ 
５５．５ 
３３．３ 
３．７ 
２５．９ 
２９．６ 
２２．２ 
３．７ 
１８．５ 
１１．１ 
２２．２ 
雇用
事業団
（10） 
100.0 
５０．０ 
課題
受注開拓
会員増強
未就業対策
法制化
技能研修
独自事業
会員の相互交流
補助金の増額
広報活動
労災保障の強化
法人化
10.0 
20.0 
20.0 
10.0 
30.0 
3つまで選択の多数回答を事業団数で割った比率を示す。
シルバー人材センターの現状と課題３６９
しい技能者などの増強だけでなく，高齢者事業団の理念を地域にいかに広
め，その理念に即した増強が問題になるだろう。以上のトロイカに対し，
(2)「法制化｣，「技能研修｣，「独自事業」がそれぞれ20％内外の広がりを示
している。これらのうち，「法制化」は一応の解決をふたとして，「技能研
修」と「独自事業」の回答は中小都市や生きがい事業団で多くなっている
が，すでにみた重要性からいってまだ少い，と評価せざるをえない。
さらに問題なのは，（３）「会員の相互交流」と「広報活動」が10％を多少
上回っていることである。「会員の相互交流」は「仲間作り」という福祉
目的にも沿うだけでなく，理念の啓発や技能の移転などにとっても重要で
ある。とくに「広報活動」は，東京都などの場合は振興財団が集中的に行
っているというような事１情もあるが，個々の事業団としても地域の特性に
応じた活動を試永なければ，上述のトロイカの「受注開拓｣，「会員増強｣，
「未就業対策」も強力に推進することができないだろう。(4)われわれの設
問は事業活動に偏り過ぎていたが，任意団体から「法人化」していくこと
を企図している雇用事業団などを含めて，会員の自主的運営を今後いかに
強化していくかが組織運営上の最大の課題になっているはずである。その
ためにも「広報活動」が重要であるし，また「受注開拓」や「会員増強」
などに会員が積極的に参画していくなかで，自主運営の成果もしだいに高
められていくに違いない。
また，それに応じてシルバー人材センターなどの財政的自立化も実現し
ていくだろう。もともとシルバー人材センターは，普及段階だけ労働省な
どから財政的に助成され，いずれは自立することが期待されていた。しか
し，公益事業である以上，補助金を受けるのは当然というような関係者の
意識のもとで，公的助成が定着してしまった。全Ｈ自労系の事業団を除く
他の事業団も同様である。だが，会員の自主的団体という理念を前提とす
る以上，いずれは財政的にも自立すべきだろう。東京都のシルバー人材セ
ンターについてみると，補助金全体のウエイトは契約金額の６～７分の１
程度に止まっている。したがって，受託単価を20％近く値上げすればよい
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わけだが，地域や職種によってはそれも不可能だろう。その場合は他の方
法を追求するしかない。表４に示したように雇用事業団を始め「内部留保
不十分」を訴えるセンターも承られるが，公的助成を超えた設備などを内
部留保で購入できるような財政上の自立化が，今後の大きな課題となって
いるのである。そうでなければ，地域の実状に即した創造的発展も期待で
きないだろう。
